



















きている．特に 1995 年から 1996 年と 2001 年から 2004 年にかけての 2 つの時期に，耕地
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第 1 表 先行研究の整理 Ⅰ はじめに 































































る．特に 1995 年から 1996 年と 2001 年から












年から 2008 年までの 30 年間を対象として，
北京市における耕地減少の要因を分析する．
その際特に，経済的な要因と政策の要因の双
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5 万人から 1，695 万人に増加し，この 30 年
間でほぼ 2 倍に達した．特に 1995 年と 2000













1978 年から 2008 年にかけて，北京市では市












きた．1978 年から 2008 年にかけて，北京市
の域内総生産のうち第三次産業の比重は 23．









































































第 2 表 北京市における「退耕還林プロジェクト」の
完成状況 単位：ha 
年代 2000 2002 2003 2004 合計 
昌平 333.3 1,333.3 666.7 1,000.0 3,333.3
門頭溝 333.3 1,000.0 1,000.0 950.4 3,283.7
平谷 333.3 1,533.3 1,666.7 1,066.7 4,600.0
密雲 1,000.00 2,333.3 3,000.0 2,233.3 8,566.6
懐柔 666.7 1,600.0 1,000.0 1,986.7 5,253.4
延慶 666.7 2,200.0 2,666.7 96.30 5,629.7
合計 3,333.30 9,999.9 10,000.1 7,333.4 30,666.6
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Ⅲ． 計量分析での検証 料の系統が異なるので，統計的には正確性を












鉴 2011」から 1978-2008 年の被説明変数の耕
地面積と X1 から X5 までの説明変数のデータ
を収集した．政策の変数については，まず「退
耕還林プロジェクト」は 2002 年から 2004 年
まで正式に実施されたことをふまえて，P1 は




考慮に入れて，P2 は 1998 年以降は 1 とし，


















































yt =α 0+α 1 x1t+α 2 x2t +L+α n xnt +εt  
α i （ i =1,2,L,n）は長期弾性係数． 
 まず，これらのデータを単位根検定を行っ
90 










の比重 X2 が 1％増加すると，耕地面積は 0．
1039 万 ha 減少した．同様に，固定資産投資
額 X3 が 1 億元増加すると，耕地面積は 0．0036




万 ha と 2．1797 万 ha 減少した(それぞれ， 1％
と 5％で有意)．モデル 2 はモデル 1 を元にし
て総定住人口数 X1 を加えたものであるが，
X1 も X2 も有意ではない．そして，モデル 3
からモデル 6 においては，単位耕地面積当た
りの穀物の収穫量 X4 と農業機械化の総出力
量 X5 を加えているが，P2 は有意ではなくな
っている．また，モデル 4 を例としてとれば，
総定住人口数 X1 は 1 万人増加すると，耕地面
積が 0．0152 万 ha 減少した(1％で有意)． X4
と X5 は 1 単位が減少すると，耕地面積がそれ
ぞれ 0．7840 万 ha と 0．0160 万 ha 減少した．
両方とも 1％で有意である． 
 










































































































































31 31 31 31 31 31 
Prob 
> F
0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000 0.0000
Adj-
R2 
0.9715 0.9705 0.9731 0.9741 0.9751 0.9704
Root 
MSE






P2 を除けば，この結果は第 2 節の分析とも
整合的であり，既存の研究結果とも合致する
(Paul Valeria, Tonts Matthew[3],Chou T L, 
Chang J Y[2],Zhang Tingwei[4],Camagni R., 
Maria C. G., Rigamonti P. [1],谈明洪・李秀彬・
吕昌河[16],李景钢・何春阳・史培军[10],刘彦
彤・张延军・赵玲〔11〕邵晓梅・杨勤业・张






































以上のことから，1996 年と 2001 年から 2004
年までの耕地面積の急減はおもに 1995 年と
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